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はじめに

� 当機構は、
・道路関係四公団による有利子債務の確実な返済
・真に必要な道路を早期にできるだけ少ない国民負担の下で建設すること

等の公団民営化の目的のなかで、
・高速道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等により国民負担の軽減を図ること
・高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑な実施を支援すること

を目的とする独立行政法人として設立されました。

� 当機構は、独立行政法人通則法の規定により、
・ 国土交通大臣から指示された中期目標に基づき中期計画及びこれに基づく年度計画を策定し、
・ 業務の実績について各年度及び中期目標期間ごとに独法評価委員会に評価をいただき、
・ ご指摘については、次期計画に反映させる等、適時適切に対応する、

PDCAサイクルにより業務を実施しております。

� 第1期中期目標（平成17～21年度）、第2期中期目標（平成22～24年度）期間における業務については、着実に実績をあげて
いると認められ、A評価をいただいております。
現在は、第3期中期目標（平成25～29年度）の第3年度目にあたり、目標達成に向け業務を実施しております。初年度（平成25
年度）に係る業務実績については、着実な実施状況にあると認められ、こちらもA評価をいただいております。

� また、第2期中期目標期間に係る業務の実績評価の際にご指摘のあった、高速道路の老朽化対策や管理水準の向上等による
道路の安全性の一層の向上等の課題については、法令改正に基づく特定更新等工事の追加や省令・告示に基づく点検強化を
反映した協定変更等により対応しております。

� このように、公団民営化以来、独立行政法人として、その評価システムを通じ、着実に実績をあげているとの評価をいただいており、
当機構としてもそのように認識しております。当機構としましては、引き続きこれまでの取り組みをさらに推し進めるとともに、高速道
路事業の円滑な運営に全力を尽くす所存です。
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１．組織運営全般の状況

１１１１----１１１１ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの効率化等効率化等効率化等効率化等

民営化時において会社の経営の自主性を阻害しない必要最小限の組織とするとされたこと、当機構の目的である「国民負担の軽
減」の観点及び独立行政法人共通に課せられたコスト縮減や内部統制の更なる充実・強化の要請を受け、現場を管理する会社と機
構の役割分担の下、以下のとおり業務運営の効率化や内部統制の充実・強化を行った。

①①①① 職員職員職員職員のののの状況状況状況状況

• 会社と連携・協力することにより、常勤職員数が85名を上回らない体制を保ち、効率的に業務を実施。
• 組織の一層の効率化を図るため、総務部広報・情報公開担当部長、経理部企画審議役、関西業務部資金課を廃止。
• 人件費については、人事院勧告に準じた給与支給水準の引き下げ等により、厳しく見直し。

（給与報酬等支給総額 ：9.5億円（H17） ⇒ 7.4億円（H25））

②②②② 一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費のののの縮減縮減縮減縮減

• 一般管理費の削減については、業務運営全般の効率化推進により、各中期目標期間において、目標を達成。
• 東京事務所の横浜移転を当初の法定期限より半年前倒し（H27.3.31実施）。移転により、賃料等のコストを年間約 7,300万

円削減。

③③③③ 入札入札入札入札・・・・契約関係契約関係契約関係契約関係

• 「独立行政法人整理合理化計画」（H19.12.24閣議決定）に基づき、「随意契約見直し計画」を策定（H19）し、随意契約が真
にやむを得ないものを除き、全て一般競争入札等の競争性のある契約形態に移行。

• 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（H21.11閣議決定）を受け、外部有識者及び監事による「契約監視委
員会」を設置。競争性のない随意契約、一者応札・応募の契約案件等の点検・検証を毎年度実施。

• 更なる競争性の向上のため、複数年契約による発注規模の拡大、競争資格要件の緩和等により、一者応札を大幅に削減。

④④④④ 内部統制内部統制内部統制内部統制のののの更更更更なるなるなるなる充実充実充実充実・・・・強化強化強化強化

• 独法通則法改正に伴い、既に設置・整備済みである役員会、内部統制委員会、その他内部統制に関する制度について、内
部規程を改正し、充実・強化。

⑤⑤⑤⑤ 危機管理危機管理危機管理危機管理

• 防災業務要領において、機構本部被災時には関西業務部が重要継続業務を行うこと等を定めており、大規模災害時等に迅
速、的確かつ効果的な対応がとれるよう、適宜訓練を行うことにより、危機管理能力を向上。
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１．組織運営全般の状況

１１１１----２２２２ 積極的積極的積極的積極的なななな情報公開情報公開情報公開情報公開

業務運営に関する透明性を確保し、説明責任を果たすとともに、高速道路に関する国民の理解を深めるため、機構の組織、業務、
財務、その他の情報について、インターネット等を活用し、積極的に公表した。

• 各年度の決算公表の際、路線網ごとの債務返済の計画と実績の対比及び差異の理由、セグメント情報（会社別の内訳を含
む。）等の高速道路事業関連情報を公表。

• 機構の概要等をコンパクトにまとめた「高速道路機構の概要（日本語版・英語版）」や、上記の関連情報をはじめとする詳細
な開示情報を一冊にまとめた「高速道路機構ファクトブック」を毎年度発行。

• 海外の高速道路事業や業務上の諸課題に関する調査・研究を実施し、その成果が広く活用されるよう、ホームページ等を
通じて情報を提供。

• ホームページについては、アクセスデータの収集・解析やユーザーへのアンケート調査等を実施し、より使い勝手の良いホー
ムページとなるよう、平成20年4月と平成25年3月に全面的にリニューアル。（アクセス数は機構設立当初の8.4倍に増加）
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２．業務の取組状況

２２２２----１１１１ 会社会社会社会社とととと連携連携連携連携したしたしたした高速道路事業高速道路事業高速道路事業高速道路事業のののの円滑円滑円滑円滑なななな実施実施実施実施

政府方針に基づき、高速道路のミッシングリンクの解消や老朽化対策、整備重視から利用重視の料金への転換等、国民ニーズに対
応するため、以下の役割分担のもと、会社と連携協力のうえ協定を締結し、業務を実施した。

・会社 ： 国民経済の健全な発展と国民生活の向上に寄与するため、高速道路の建設・管理を効率的に実施
・機構 ： 国民負担の軽減を図るための債務の早期・確実な返済、会社による事業の円滑な実施の支援

①①①① 会社会社会社会社とのとのとのとの協定及協定及協定及協定及びびびび業務実施計画業務実施計画業務実施計画業務実施計画

• 道路関係四公団民営化に伴う新たな枠組みのもと、平成18年3月31日付けで各会社との間で協定を締結。あわせて、業務実施
計画を作成し、国土交通大臣より認可を受け、業務を実施。

• ミッシングリング解消のための新規事業、高速道路の安全性を一層向上させるための特定更新等工事や省令・告示に基づく点検
強化等を追加する等、会社などの協力を得て的確に協定及び業務実施計画の変更を実施。

• 変更に際しては、協定に含まれる各項目について、その時点における最新の知見に基づき十分に検討し、確実かつ円滑な債務返
済と適正かつ効率的な高速道路の管理が行われるよう、必要な見直しを実施。

②②②② 高速道路資産高速道路資産高速道路資産高速道路資産のののの保有保有保有保有・・・・貸付貸付貸付貸付けけけけ状況状況状況状況

• 高速道路ネットワークの信頼性向上を図る新東名・
新名神高速道路、大都市圏の渋滞緩和・環境
改善の効果の高い中央環状新宿線・品川線や
首都圏中央連絡自動車道など1,094㎞の新規
供用の一方、57㎞の無料開放により、供用延長
は9,991㎞（H26年度末）となった。

③③③③ 管理管理管理管理状況状況状況状況のののの確認確認確認確認

• 会社による高速道路の維持、修繕その他の管理の実施状況を把握し、国民や利用者にわかりやすく伝えるため、会社と連携し、会
社から報告を受けている「維持、修繕その他の管理の報告書」の記載内容の充実を図り、ホームページを通じて公表。

• 会社間共通のアウトカム指標を設け、会社間での対比や目標の達成状況を確認し、毎年度わかりやすくまとめて公表するとともに、
管理水準を一層向上させるため、会社と連携し指標の見直しを実施。

• 会社が実施している高速道路の管理に要する費用がどのように使われているかを実地にて確認し、必要に応じて協定変更を行うと
ともに、各会社の好事例を取りまとめ、全ての会社の高速道路の管理に適切に反映されるように提供し情報を共有化。

④④④④ コストコストコストコスト縮減縮減縮減縮減をををを支援支援支援支援するするするする取取取取りりりり組組組組みみみみ

• 高速道路の新設等におけるコスト縮減を促す取組について、助成制度を活用し、適切に対応。認定された新技術は、会社におい
て標準化されるなど、現場で積極的に活用され、コスト縮減に寄与。 4

機構発足時（機構発足時（機構発足時（機構発足時（H17.10.1）））） H26年度末年度末年度末年度末

供用延長 8,954 km 9,991 km

保有・貸付け延長 9,964 km 10,149 km



２．業務の取組状況

２２２２----２２２２ 確実確実確実確実なななな資金調達及資金調達及資金調達及資金調達及びびびび着実着実着実着実なななな債務債務債務債務のののの返済返済返済返済

借換資金等の調達に当たっては、将来の借換えに伴う金利上昇リスクを軽減するため、市場環境に合わせた確実かつ柔軟な資金調
達を行った。

また、上記による資金調達コストの低減とともに、協定に基づく貸付料の徴収等確実な収入により、着実に債務を返済した。

①①①① 資金資金資金資金調達調達調達調達のののの状況状況状況状況

• 将来の金利上昇リスクに備え、長期・超長期の固定金利による調達を基本とし、毎年2～3兆円に上る多額の資金を、政府保証債
の発行等により平均調達利率1.33％の低利で確実に調達。

• 調達計画等については、市場環境に合わせ適時適切に変更を実施。40年財投機関債やシンジケート・ローンによる調達等、資金
調達の多様化についても継続的な取組を実施。

• 有利子債務残高の平均残存年限が伸びている（設立時5.1年⇒平成26年度末7.5年）ことに加え、平均利率は低下（設立時
1.80％⇒平成26年度末1.40％）しており、資金調達コストの低下を通じて債務の確実な返済に貢献。

• 適時適切な資金調達に取り組んだ結果、各中期目標期間における支払利息は計画を下回った。

②②②② 債務債務債務債務のののの状況状況状況状況

• 貸付料収入は、国内経済の低迷、東日本
大震災等の影響を受けたものの、会社と
の協定に基づき、確実に徴収。

• 占用料・連結料等について、適切に見直
し、法令に基づき確実に徴収。

• 利便増進事業により2.9兆円の債務を国
へ承継したほか、会社から新たな債務を
5.2兆円引き受けた一方で、10.8兆円の
債務返済を行ったことにより、平成26年度
期首の債務残高は機構発足時に比べ、
8.5兆円減の29.7兆円となり、着実に債務
を返済。
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２．業務の取組状況

２２２２----３３３３ 道路管理道路管理道路管理道路管理にににに係係係係るるるる権限代行権限代行権限代行権限代行

本来道路管理者に代わって行使する高速道路に関する公的権限について、現地の状況を熟知している会社と密接な連携を図り、
適正手続に則り適時適切に行い、道路の適切な維持管理を図った。

①①①① 通行通行通行通行のののの禁止又禁止又禁止又禁止又はははは制限制限制限制限

• 24時間常駐の道路監理役による情報連絡体制の下、通行止め等の行政措置（年間約2千件）を遅延なく実施。
• 的確かつ迅速に高速道路の通行の禁止又は制限を実施するため、降雨及び地震について会社と包括的な事前要請を実施。
• 長大トンネル等の構造を保全し、交通の危険を防止するため、首都高速中央環状線山手トンネル（熊野町JCT～大橋JCT・大橋

JCT～大井JCT）等５トンネルについて、通行の禁止又は制限を実施。

②②②② 特殊特殊特殊特殊車両通行車両通行車両通行車両通行許可許可許可許可・・・・違反車両指導取締等違反車両指導取締等違反車両指導取締等違反車両指導取締等

• 特殊車両の通行許可に係る他道路管理者との協議手続きについて、包括的事前協議を実施し、効率化。
• 常習的に車両制限令の違反を繰り返した運送会社について、法令遵守への取組が不十分な会社として公表。
• 道路老朽化対策として、車両制限令違反車両に対する指導取締の強化のため、会社と連携・協力し、必要な体制を構築。
• 東京電力福島第一原子力発電所の事故対応に必要となったコンクリートポンプ車等の搬送に当たり、関係機関及び会社と連携し、

迅速に許可。

③③③③ 災害災害災害災害対策基本法対策基本法対策基本法対策基本法

• 昨年の災害対策基本法改正に伴い、災害時における車両移動等、道路啓開に必要な体制について、会社に事務委託することに
より整備（既に５路線で区間指定を実施）。

④④④④ 道路道路道路道路占用許可占用許可占用許可占用許可

• 道路占用許可手続について、会社と連携して事務の効率化に努めつつ、年間2千～3千件台を処理。
• 道路法改正に伴う占用入札制度、事務委託制度を導入。

⑤⑤⑤⑤ 主主主主なななな権限代行数権限代行数権限代行数権限代行数のののの推移推移推移推移
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H17年度
（10月以降）

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 計

通行の禁止・制限 年間件数 364 501 500 988 1,202 1,655 1,860 1,778 2,102 2,159 13,109
道路占用許可 総件数【年度末時点】 13,749 13,929 14,287 14,598 15,039 15,495 15,680 15,984 16,405 16,680 －

年度処理件数 2,321 3,135 3,329 2,060 2,513 3,240 3,446 3,197 2,444 3,568 29,253
特殊車両通行許可 年間件数 606 1,777 2,213 2,308 1,956 1,485 1,924 2,580 2,572 2,884 20,305
車両制限令違反措置命令 年間件数 2,164 4,880 4,484 4,972 4,744 5,918 5,914 5,945 5,874 5,541 50,436

措置等
































